
中国国内における利益再投資について、新たな税制優遇措置が導入されたと聞きました。その概要
を教えてください。
2025 年 6 月 27 日、財政部・税務総局・商務部は『海外投資者による利益分配を用いた直接投資
に関する税額控除政策の公告』（2025 年第 2 号、以下「税額控除政策」といいます）を発表し、

源泉所得税の繰延納税制度に加え、新たに税額控除政策を導入しました。
　本稿では、制度導入の背景、適用要件、税額控除の計算例、税務申告手続き、企業への影響などにつ
いて解説します。
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　本税額控除政策の主な内容は以下のとおりです。

1. 従来の政策ー源泉所得税の繰延納税
　外資企業による中国国内での継続的な投資を促進し、外
国資本の安定的な流入を図ることを目的として、17 年 12 月
21 日に財政部・税務総局・国家発展改革委員会・商務部は

『海外投資者による利益分配を用いた直接投資の源泉所得税
暫定免除政策』（財税〔2017〕88 号）を発表しました。これ
により、海外投資者が中国現地法人の未配当利益を、再投資
に用いる場合、源泉所得税を一時的に課さない、いわゆる繰
延納税優遇策が導入されました。
　その後、18 年 9 月 29 日、財政部・税務総局・国家発展
改革委員会・商務部は『海外投資者による利益分配を用い
た直接投資の源泉所得税暫定免除政策の適用範囲拡大に関
する通知』（財税〔2018〕102 号）を発表しました。これに
より、海外投資者の未配当利益による増資、会社新設、持分
買取などの中国国内再投資活動における源泉所得税繰延納
税政策の適用範囲は、従来の「外商投資奨励類項目」から「す
べての非禁止外商投資プロジェクト・分野」まで拡大されま
した（図 1）。

2. 新たな追加政策ー源泉所得税額の控除
　世界的な投資競争が激化する中、中国政府は、国際環境
が複雑化する状況を踏まえ、より質の高い外国資本を呼び込
み、長期的な投資を促進するため、従来の繰延納税制度に
加えて新たに税額控除政策を導入しました。
　25 年 1 月 1 日から 28 年 12 月 31 日までの期間において、
中国現地法人から受け取った利益配当を中国国内で直接投
資に充当した場合、海外投資者が当年度に中国で納付すべ
き所得税額から、当該投資額の最大 10％を控除することが
可能となります。当年度に控除しきれなかった金額は翌年
以降に繰り越すことができます。また、既存の繰延納税政
策との併用も可能であり、税負担のさらなる軽減が期待さ
れます（図 2）。

NO 項目 主要内容
1 投資時期 ● 2025 年 1 月 1 日〜 2028 年 12 月 31 日

2 控除額 ●投資額の 10％または適用される租税条約で定められ
た 10％未満の割合注 1

3 控除範囲
●利益配当企業から配当再投資の日以降に取得される
配当金、利息、ロイヤルティ等の取得に対する企業所
得税

4 投資領域 ●『外商投資奨励産業目録』に掲載されている全国版
の外商投資奨励産業目録に属する

5 投資形式

 ●増資、新設、持分買収等の権益性投資（具体的には、
払い込み資本金又は資本積立金の増加、中国国内にお
ける居住者企業の新規設立、非関連者による中国国内
の居住者企業の持分買収）
●上場企業の株式の新規取得、転換、取得（適格な戦
略的投資を除く）および関連者による持分取得は含ま
れない

6 投資資金源
●中国域内居住者企業が投資者に対して実際に分配す
る留保収益から形成される株式利息、配当等の権益性
収益

7 投資期間 ● 5 年以上（60 カ月）継続保有

8 資金ルート

●＜現金支払＞利益配当企業から直接投資先企業また
は持分譲渡者口座に振替
●＜非現金支払＞資産所有権を利益配当企業から直接
投資先企業または持分譲渡者に移転

9
投資回収

（全部または
一部）

 ● 5 年以上（60 カ月）
投資回収後 7 日以内に利益配当企業所在地の税務機関
に繰延税金を納付
再投資税額控除の繰越額残高は納税額から控除可能
● 5 年未満（60 カ月未満）
投資回収後 7 日以内に利益配当企業所在地の税務機関
に繰延税金を納付
●同時に、税額控除の上限額を比率に応じて減少。実
際の控除額が調整後の上限額を超過した場合には、投
資回収後 7 日以内に超過分を納付

10 その他

● 2028 年 12 月 31 日以降も税額控除に残高がある場合、
控除残高がゼロになるまで継続享受が可能
●控除政策を享受し、投資先企業が資本再編を行い、
特殊性税務処理の適用条件を満たし、特殊性税務処理
に基づき再編が行われた場合、税額控除を継続して享
受可能

（注 1）控除する際、税率をひとつ選択する必要があり、投資を回収する際に当初
選択した税率に基づくこととなり、租税条約で定められたより低い配当税率を改め
て適用することはできません。つまり、将来繰延税金の追納額を計算する際も選択
した税率に基づいて計算する必要があります。

（出所）筆者作成

図1　源泉所得税繰延納税スキーム図（新現地法人設立の場合）

図2　税額控除のスキーム図（新現地法人設立の場合）
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3. 税額控除の計算例
　以下では、本制度の適用イメージを示すため、簡略化した
前提に基づく計算例を紹介します。
　例えば、26 年 5 月、上海 A 社は日本親会社に 1000 万元
の利益配当を実施しました（源泉所得税率 10%）。
　日本親会社は、当該配当金 1000 万元を用いて中国国内で
再投資を行い、中国子会社 B 社を新設しました。当該配当再
投資は、本制度の適用条件を全て満たしているものと仮定し
ます。本制度に基づく税額控除可能額は、再投資額 1000 万
元の 10％に相当する 100 万元となります。
　その後、26 年 10 月に A 社は日本親会社に対して 300 万
元のロイヤルティを支払います。
　26 年においては、A 社が支払ったロイヤルティ 300 万元
に係る企業所得税 30 万元（300 万元× 10％）について税額
控除が適用されます。そのため、未使用分の 70 万元は翌年
度以降へ繰り越されます。

　27 年には、A 社からの配当 600 万元に係る企業所得税 60
万元について、引き続き税額控除を適用することができます。
これにより、前年度から繰り越された 70 万元のうち 60 万
元が使用されます。
　その結果、27 年末時点における未使用の税額控除残高は
10 万元となります。一方、B 社からの配当 400 万元に係る
企業所得税 40 万元については、A 社を起点として算定され
た税額控除の対象外となるため、通常通り納税する必要があ
ります。

　このように、本制度では、再投資額の 10％相当額を上限
として、将来発生する企業所得税から段階的に控除すること
が可能であり、未使用分については翌年度へ繰り越して利用
することができます。
　なお、実際の適用にあたっては、投資主体、投資形態、所
得の種類などに応じて取り扱いが異なる可能性があるため、

個別案件ごとに税務局への確認が推奨されます。
4. 国内利益再投資時の税務申告手続き

5. 企業側での初期的検討に向けて
　本政策では、再投資方法、投資業種、新投資持分保有期
間等に関して、明確な適用要件が設けられており、企業は既
存の投資計画がこれらの要件を満たしているかどうかを確認
する必要があります。企業が中国国内での利益再投資計画を
策定する際には、自社の状況に応じ、以下のポイントを事前
に確認することをお勧めします。
①利益の性質確認
　適用対象外となることを防ぐため、利益の性質を事前に確
認することが重要です。
②再投資方法選択
　制度要件を踏まえ、適切な投資形態を選択する必要があり
ます。
③産業目録確認
　国家発展・改革委員会が公表する『外商投資奨励産業目録』
に基づき、事前に対象業種に該当するかを確認する必要があ
ります。
　参考 URL:https://www.gov.cn/zhengce/2022-11/29/
content_5730383.htm
④再投資持分保有期間の確認
　再投資後は少なくとも 5 年間継続保有する必要がありま
す。早期回収を行った場合には、適用を受けた税額について
追納が必要となる可能性があります。
⑤資金決済ルートの確認
　利益配当を現金で支払う場合には、利益配当企業から投
資先企業または持分譲渡人の口座へ直接送金する必要があ
ります。
⑥中国投資戦略の最適化
　グループ全体の投資計画や組織再編計画等を踏まえ、本
制度を活用することで、中長期的な税負担の最適化を図るこ
とが可能です。

MUFG バンク（中国）有限公司 
企業戦略部

（注 2）税額控除可能額は、利益配当企業ごとに計算され、B 社から取得した配当
収入については、税額控除の申請ができません。

（出所）筆者作成

時期 項目 金額（万元）

2026 年

a 税額控除可能額（注 2） 1000 × 10%=100

b 納付すべき税額 300 × 10%=30（A 社）

c 実際控除額 300 × 10%=30（A 社）

d 繰越控除額 100-30=70（A 社）（a-c）

時期 項目 金額（万元）

2027 年

e 納付すべき税額 (600+400) × 10%=100（A 社 +B 社）

f 実際控除額 600 × 10%=60（A 社）

g 繰越控除額 70-60=10（d-f）

h 実際納税額 40（B 社の配当によるもの） 

STEP1 投資先企業
「外商投資総合管理アプリケーションプラットフォーム」を通じ

て、情報および証明書類を提出（企業名、再投資日、業種、金額等）

STEP2 投資先企業所在地の商務主管部門（以下、商務委員会）
情報審査

STEP3 省級商務主管部門
財政部、税務局等の部門と協働し、適用条件に合致するかを認
定

STEP4 商務委員会
投資先企業に専有コードが付与された「利益再投資状況表」を
発行

STEP5 投資先企業
関連資料を海外投資者に提出




